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私学の振興等のための施策 

 

 私立学校は、公立学校と異なり私人の寄付財産等によって成り立っており、その運営も各設置

者が建学の精神に基づき自立的に行っている。 

 現在、都内の学校に在学する児童・生徒のうち、私立学校に在学する割合は、高等学校で５割

を超え、幼稚園で約９割、専修学校・各種学校でほぼ10割となっており、私立学校が都の公教育

に果たす役割は大きい。 

 したがって都は、都内私立学校の振興のため、学校教育法、私立学校法及び私立学校振興助成

法を基本として各種の事務事業を推進している。 

 主な事業は次のとおりである。 

１ 私立学校の認可・指導事務 

学校教育法及び私立学校法等に基づき、東京都知事が所轄する私立学校（幼稚園、小学校、

中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、専修学校、各種学校）や学

校法人に関する認可・指導等を行っている。 

２ 私立学校教育への助成事業 

⑴ 私立学校振興助成法等に基づき、私立学校の教育条件の維持・向上、保護者の経済的負担

の軽減とともに経営の健全性を高めることを目的として、東京都知事が所轄する私立の幼稚

園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の経常的経費に対する補助（経常費補助）

を行っている。 

⑵ 保護者の経済的負担の軽減を目的とし、保護者に補助又は貸付を行っている。 

⑶ 学校施設整備に関する補助等、各種補助を行っている。 

３ 東京都育英資金事業 

東京都育英資金条例に基づき、修学意欲のある者の教育を受ける機会の拡充に寄与すること

を目的とする東京都育英資金事業を実施している。 

平成17年度より公益財団法人東京都私学財団が事業実施主体となっており、都は事業実施に

必要な支援を行っている。 

また、平成16年度までに都が採用した奨学生の返還金については、返還終了まで都がその事

務を担当している。 
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事業の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

私立学校の認可・指導 私立学校の認可・指導 

経常費補助 

保護者負担軽減補助 私立学校教育助成 

その他補助 

育英資金の貸付・返還事務 東京都育英資金 
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・学校教育法及び私立学校法等に基づき私立学校（幼・小・中・義務教育・高・中等教育・

特別支援・専修・各種）及び学校法人の認可・指導を行う。 

・認可等について諮問する東京都私立学校審議会の運営を行う。 

・東京都所轄の学校法人に対し学校法人会計基準に関する指導を行う。 

・その他の助成を行う。 

 

・(公財)東京都私学財団が実施する東京都育英資金事業に対する補助を行う。 

・東京都育英資金の返還事務を行う。 

※は、(公財)東京都私学財団への補助事業（⑫と⑯は、事業の一部） 

・私立学校振興助成法に基づき、私立の幼・小・中・高（全日・定時）・特別支援・通信制

に対し経常費補助を行う。 

(運営費関係） 

①私立幼稚園教育振興事業費補助 

②私立幼稚園特別支援教育事業費補助 

③私立幼稚園等特色教育等推進補助 

④私立幼稚園等施設型給付費負担金 

⑤私立幼稚園預かり保育推進補助 

⑥私立幼稚園等一時預かり事業費補助 

⑦私立高等学校都内生就学促進補助 

⑧私立専修学校教育振興費補助 

⑨私立専修学校特別支援教育事業費補助 

⑩私立専修学校職業実践専門課程推進補助 

⑪私立外国人学校教育運営費補助 

(施設・設備関係） 

⑫私立学校安全対策促進事業費補助(※) 

⑬私立高等学校等老朽校舎改築促進事業(※) 

⑭私立学校教育振興資金融資利子補給(※) 

⑮私立学校ICT教育環境整備費補助(※) 

 

⑯私立専修学校教育環境整備費補助(※) 

⑰産業・理科教育施設設備整備費補助 

⑱私立学校省エネ設備等導入事業費補助(※) 

⑲私立幼稚園等環境整備費補助 

⑳認定こども園整備費等補助 

(教職員の福利・厚生） 

㉑私立学校教育研究費補助(※) 

㉒私立学校退職手当補助(※) 

㉓私立学校教職員共済費補助 

(その他) 

㉔私立学校外国語指導助手活用事業費補助(※) 

㉕私立学校教員海外派遣研修事業費補助(※) 

㉖私立高等学校外部検定試験料補助(※) 

㉗私立高等学校等就学支援金学校事務費補助 

(国庫補助） 

㉘国庫補助に係る法定受託事務 

・保護者の経済的負担の軽減を目的とする助成を行う。 

①私立高等学校等特別奨学金補助(※)  ⑦私立幼稚園等子育て支援施設利用給付事業費補助  

②私立高等学校等就学支援金 ⑧私立幼稚園等園児保護者負担軽減事業費補助 

③私立高等学校等奨学給付金事業費補助(※)  ⑨私立高等学校海外留学推進補助(※) 

④私立高等学校定時制及び通信教育振興奨励費補助(※)  ⑩私立学校被災生徒等受入支援事業費補助 

⑤私立高等学校等入学支度金貸付利子補給(※)       ⑪私立専修学校修学支援実証研究事業費補助 

⑥私立小中学校等就学支援実証事業  
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１ 私立学校の認可・指導（私学部私学行政課） 

⑴ 私立学校の公共性と自主性 

私立学校は、公教育機関として国・公立学校と変わりなく公教育の一翼を担っている。す

なわち、私立学校にも国・公立学校と同様に憲法、教育基本法及び学校教育法が適用され、

学校の設置基準も国・公立と私立で変わらない。 

しかし、私立学校は、国・公立と異なり私人の寄付財産等により設立され、その運営も自

立的に行われる性格をもっており、私立学校制度を規定する私立学校法が適用される。 

私立学校法は、私立学校の自主性を尊重するため、国・公立の学校に比べ、所轄庁の権限

を制限するとともに、権限の行使に際しても、教育に関する学識経験者からなる私立学校審

議会の意見を聴かなければならないとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 所轄庁の権限等 

都では、私立学校の設置・廃止・設置者変更等の認可及び学校法人の設立の認可等ととも

に、学則変更、校地・校舎の取得又は処分、学校法人の役員変更届等の受理、その他これら

の事務に伴う指導等を行っている。 

学校教育法及び私立学校法では、所轄庁の権限として、 

① 学校の設置・廃止・設置者変更等の認可（学校教育法第４条、第130条、第134条第２項） 

② 学校の閉鎖命令（学校教育法第13条） 

③ 学校法人の設立認可（私立学校法第31条） 

④ 学校法人の解散命令（私立学校法第62条） 

⑤ 学校法人に対する措置命令（私立学校法第60条第１項） 

〈私立学校の位置づけ〉 

※子ども・子育て関連３法改正等（平成24
年8月）により、幼保連携型認定こども園が
私立学校法上の学校として法的に位置づ
けられた。

　国・
　地方公共団体

　学校法人

国・公立学校

私立学校

私立学校法
第25条～第63条

（幼保連携型認定こども園）

就学前の子どもに関する教育、保育等の
総合的な提供の推進に関する法律第12条

学校教育法第１条に規

（学校の範囲） （学校の設置者）

　 各種学校
規定する学校
学校教育法第134条に③

　 幼保連携型認定こども園

①

　 高等専門学校
　 特別支援学校、大学、
　 高等学校、中等教育学校、
　 中学校、義務教育学校、
　 幼稚園、小学校、
定する学校

②

教育基本法
規定する学校

教　　育

日本国憲法第26条

　学校法人以外
　の法人等学校教育法

　 専修学校

家庭教育

社会教育

学校教育

第２条第７項及び第９条に
規定する学校

学校教育法第124条に

提供の推進に関する法律

私立学校法

教育基本法第８条

就学前の子どもに関する
教育、保育等の総合的な

　　　 同 　　附則第６条（幼稚園）
学校教育法第127条（専修学校）

教育基本法第12条

教育基本法第10条

教育基本法第６条

④
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⑥ 学校法人が措置命令に従わないときの役員の解任勧告（私立学校法第60条第９項） 

⑦ 学校法人に対する報告徴収、立入検査（私立学校法第63条） 

⑧ 教育の調査、統計その他に関し必要な報告書の提出を求めること（私立学校法第６条）

等が規定されているが、学校教育法第14条に規定している設備・授業等の変更命令につい

ては、私立学校の自主性の観点から、私立学校には適用されないこととなっている。（私

立学校法第５条） 

なお、これらの私立学校に関する認可事務等のうち、幼稚園、専修学校及び各種学校に

係るもの（外国人を専ら対象とする学校、市地域にある資格免許の指定のある学校及び町

村地域にある学校に係るものを除く。）については、条例により区及び市の処理する事務

としている。 

 

⑶ 東京都私立学校審議会 

私立学校法に基づいて設置されている知事の諮問機関で、私立学校の設置、廃止、設置者

変更等及び学校法人設立の認可等について審議する。また、私立学校に関する重要事項につ

いて知事に建議することができる。 

・設 置 年 度 昭和25年度 

・根拠法令等 私立学校法第９条 

・委 員 数 20人（学識経験者５人、私立学校関係者15人） 

・事 業 実 績（平成30年度）  開催回数 11回 

・答 申 件 数（平成30年度）  70件（設置計画承認を除く。） 

 

⑷ 学校法人会計基準の指導 

私立学校の経理の合理化及び会計処理の適正化を図るため、昭和48年度から学校法人会計

基準（昭和46年文部省令第18号）による会計処理を全面適用し指導を行っている。 

・研修会の実施 年１回 

・現地指導実績（平成30年度） 22法人 

 

⑸ その他 

ア 留学生の違法活動防止対策 

都内の教育機関に在籍する留学生の違法活動を未然に防ぐために、平成15年度から「留

学生の違法活動防止のための連絡協議会」を設置し、関係機関との連携を強化するととも

に、「専門学校・各種学校の留学生受入れ等に係る管理指針」を策定し、留学生の在籍する

学校への調査・指導や講習会等の啓発事業を行っている。 

・「留学生の違法活動防止のための連絡協議会」の構成 

文部科学省、東京出入国在留管理局、警視庁、新宿区、台東区、渋谷区、豊島区、武蔵

野市、東京都、一般財団法人日本語教育振興会、公益社団法人東京都専修学校各種学校
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協会 

イ いじめ防止対策の推進 

いじめ防止対策推進法（平成25年施行）及び東京都いじめ防止対策推進条例（平成26年

施行）に基づき、東京都いじめ防止対策推進基本方針を策定し、連絡協議会の設置等、関

係各局と連携して対応を行っている。 

ウ 子ども・子育て支援新制度（平成27年４月施行） 

子ども・子育て支援新制度とは、幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援

を総合的に推進する趣旨から、平成 27年４月より施行された子ども・子育て支援法等に基

づく制度のことをいい、主なポイントは次のとおりである。 

・認定こども園、幼稚園、保育所及び小規模保育等に対する財政支援の仕組みの共通化（施

設型給付等の創設） 

・認定こども園制度の改善（幼保連携型認定こども園の認可・指導監督の一本化等） 

・地域の子ども・子育て支援の充実（地域子ども・子育て支援事業の実施） 

都においては、東京都子供・子育て会議の設置（平成25年10月）、東京都子供子育て支援

総合計画（平成27年３月）の策定等を行っている。 

 

〈学校等の体系〉 

職業技術の付与

学校教育法

専修学校 各種学校
一般課程

(入学資格なし) (入学資格なし)

太枠内は、学校教育法第１条に規定する学校（１条校）

の私立学校の所轄庁は東京都

の私立学校の所轄庁は文部科学省

幼稚園

12

6

（高卒対象）

                           　　　 小学校

  高等学校

専門課程

0

15

年齢

高等課程
（中卒対象）

3

                            　　　中学校

18

※１認定こども園法：就学前の子どもに関する教育、保育
　等の総合的な提供の推進に関する法律
※２大学・短大には、専門職大学・短大を含む。

職業能力開発
促進法

22

大学※2

職
業
能
力
開
発
セ
ン
タ
ー

短大※2 高等
専門
学校

専修学校

専修学校

幼保連携型
認定こども園 保育所

児童福祉法認定こども園法※1

義務教育学校

中等教育学校
(後期課程)

(前期課程)

(前期課程)

(後期課程)
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所轄庁 

所轄庁 私  立  学  校 学 校 法 人 

文部科学大臣 
○大学・短期大学 

○高等専門学校 

左記の学校を設置する法人 

都 知 事 

○小・中・義務教育・高・中等教育・特別支援学

校 

○幼保連携型認定こども園 

○外国人を専ら対象とする各種学校 

○市地域にある教員免許・資格取得の認定又

は指定のある専修・各種学校 

○町村地域にある幼稚園、専修・各種学校 

文部科学大臣所轄の法人以外

の学校法人 

 

区 長 

市 長 
○上記以外の幼稚園、専修・各種学校（※）  

※東京都条例（特別区における東京都の事務処理の特例に関する条例及び市町村における東京都の事務処理

の特例に関する条例）により、区長及び市長を所轄庁としている。 

 

都内国公私立学校数及び生徒数 (平成30年5月1日現在) 

区  分 
高  校 中等教育 

学校 
中学校 

義務教育 

学校 
小学校 幼稚園 

特別支援 

学校 
専修学校 各種学校 

幼保連携型 

認定こども園 
合 計 

全・定 通信制 

学 
 

校 
 

数 

私立 237  9    187    53  818  4  396  156  21  1,881  

(%) (55.2) (75.0) 
 

(23.3) 
 

(4.0) (82.5) (5.7) (97.8) (100.0) (70.0) (44.3) 

公立 186  3  6  611  7  1,273  171  62  8    9  2,336  

(%) (43.4) (25.0) (75.0) (76.0) (100.0) (95.6) (17.3) (88.6) (2.0) 
 

(30.0) (55.0) 

国立 6    2  6    6  2  4  1    0  27  

(%) (1.4) 
 

(25.0) (0.7) 
 

(0.5) (0.2) (5.7) (0.2) 
 

(0.0) (0.6) 

計 429  12  8  804  7  1,332  991  70  405  156  30  4,244  

(%) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) 

児 

童 

生 

徒 
数 

私立 175,302 9,131   74,504   25,092 141,800 219 144,401 26,605 4,624 601,678 

(%) (55.8) (85.8) 
 

(24.8) 
 

(4.1) (91.8) (1.6) (98.7) (100.0) (79.6) (37.7) 

公立 135,741 1,516 5,613 222,876 5,977 580,786 12,268 12,732 1,919   1,188 980,616 

(%) (43.2) (14.2) (79.7) (74.3) (100.0) (95.3) (7.9) (95.1) (1.3) 
 

(20.4) (61.5) 

国立 3,262   1,433 2,705   3,634 355 435 44   0 11,868 

(%) (1.0) 
 

(20.3) (0.9) 
 

(0.6) (0.2) (3.2) (0.0) 
 

(0.0) (0.7) 

計 314,305 10,647 7,046 300,085 5,977 609,512 154,423 13,386 146,364 26,605 5,812 1,594,162 

(%) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) 

全国の私

立学校生

徒の割合 

32.1% 69.3% 21.9% 7.3% 0.0% 1.2% 84.1% 0.5% 96.1% 99.6% 87.6% 23.8% 

資料：学校基本調査 
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２ 私立学校教育助成（私学部私学振興課） 

私立学校の教育条件の維持・向上、保護者の負担軽減、経営の健全化等を図るため各種の助

成を行っている。 

 

私立学校教育助成実績  (単位：千円) 

事   業   名 30年度 29年度 増（△）減 

経 常 費 補 助 117,647,584 118,012,603 △ 365,019 

  私 立 高 等 学 校 経 常 費 補 助 65,636,035 65,942,871 △ 306,835 

  私 立 中 学 校 経 常 費 補 助 25,130,979 25,031,513 99,466 

  私 立 小 学 校 経 常 費 補 助 6,383,166 6,457,227 △ 74,061 

  私 立 幼 稚 園 経 常 費 補 助 18,678,114 18,814,466 △ 136,352 

  私 立 特 別 支 援 学 校 等 経 常 費 補 助 1,696,628 1,643,476 53,152 

  私 立 通 信 制 高 等 学 校 経 常 費 補 助 122,663 123,051 △ 388 

保 護 者 負 担 軽 減 34,503,145 33,404,237 1,098,908 

  私 立 高 等 学 校 等 特 別 奨 学 金 補 助 13,665,856 12,488,231 1,177,625 

  私 立 高 等 学 校 等 就 学 支 援 金 14,923,851 14,682,170 241,681 

  私立高等学校等奨学給付金事業費補 助 1,085,526 1,040,975 44,551 

  私立高等学校定時制及び通信教育振興奨励費補助 1,077 1,368 △ 291 

  私立高等学校等入学支度金貸付利子補給 6,048 5,911 137 

  私 立 小 中 学 校 等 就 学 支 援 実 証 事 業 105,698 376,982 △ 271,284 

  私立幼稚園等園児保護者負担軽減事業費補助 4,148,967 4,344,847 △ 195,879 

  私 立 高 等 学 校 海 外 留 学 推 進 補 助 531,686 422,229 109,457 

  私立学校被災生徒等受入支援事業費補助 19,276 26,098 △ 6,822 

 私立専修学校修学支援実証研究事業費補助 15,160 15,427 △ 267 

そ の 他 補 助 19,861,891 19,480,751 381,141 

  私 立 幼 稚 園 教 育 振 興 事 業 費 補 助 1,015,151 1,052,688 △ 37,538 

  私 立 幼 稚 園 特 別 支 援 教 育 事 業 費 補 助 435,904 405,726 30,178 

  私 立 幼 稚 園 等 特 色 教 育 等 推 進 補 助 40,466 39,464 1,002 

  私 立 幼 稚 園 等 施 設 型 給 付 費 負 担 金 3,876,841 3,574,058 302,783 

  私 立 幼 稚 園 預 か り 保 育 推 進 補 助 1,081,320 1,082,927 △ 1,607 

  私 立 幼 稚 園 等 一 時 預 か り 事 業 費 補 助 785,224 476,314 308,910 

  私 立 高 等 学 校 都 内 生 就 学 促 進 補 助 461,156 667,628 △ 206,472 

  私 立 専 修 学 校 教 育 振 興 費 補 助 277,441 295,107 △ 17,665 

  私立専修学校特別支援教育事業費補 助 118,404 112,875 5,529 

  私立専修学校職業実践専門課程推進補助 191,124 0 191,124 

  私 立 外 国 人 学 校 教 育 運 営 費 補 助 88,651 82,389 6,262 

  私 立 学 校 安 全 対 策 促 進 事 業 費 補 助 1,778,612 2,466,200 △ 687,587 

  私立高等学校等老朽校舎改築促進事 業 4,378 6,552 △ 2,173 

  私 立 学 校 教 育 振 興 資 金 融 資 利 子 補 給 335,700 350,708 △ 15,007 
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事   業   名 30年度 29年度 増（△）減 

  私 立 学 校 I C T教 育 環 境 整 備 費 補 助 606,110 604,464 1,645 

  私 立 専 修 学 校 教 育 環 境 整 備 費 補 助 351,588 351,167 421 

  産 業 ・ 理 科 教 育 施 設 設 備 整 備 費 補 助 35,706 34,131 1,575 

  私立学校等省エネ設備等導入事業費補助 886,159 684,028 202,131 

  私 立 幼 稚 園 等 環 境 整 備 費 補 助 152,440 136,146 16,294 

  認 定 こ ど も 園 整 備 費 等 補 助 430,341 271,397 158,944 

  私 立 学 校 教 育 研 究 費 補 助 68,431 69,708 △ 1,277 

  私 立 学 校 退 職 手 当 補 助 3,980,256 3,962,382 17,874 

  私 立 学 校 教 職 員 共 済 費 補 助 1,634,934 1,612,264 22,670 

  私立学校外国語指導助手活用事業費補助 816,674 724,873 91,801 

  私立学校教員海外派遣研修事業費補 助 13,333 13,349 △ 16 

  私 立 高 等 学 校 外 部 検 定 試 験 料 補 助 160,035 116,815 43,220 

 私立高等学校等就学支援金学校事務費補助 223,346 287,393 △ 64,047 

 私立幼稚園等自然体験支援事業費補 助 12,167 0 12,167 

計 172,012,621 170,897,590 1,115,030 

※ 四捨五入の関係で端数が合わない場合がある。 

 

⑴ 経常費補助 

私立学校（高等学校、中学校、小学校、幼稚園等、特別支援学校及び通信制高等学校）を

設置する学校法人及び学校法人化を志向する個人立等の幼稚園の設置者に対し、経常費の一

部を補助している。 

事業区分は以下のとおり。 

経 常 費 補 助 対   象   学   種 

私立高等学校経常費補助 私立高等学校（全日制・定時制） 

私立中学校経常費補助 私立中学校 

私立小学校経常費補助 私立小学校 

私立幼稚園経常費補助 学校法人立幼稚園・学校法人化志向幼稚園 

私立特別支援学校等経常費補助 
特別支援学校、特別支援学級を置く小学校又は中学校 

障害児が２名以上就園する学校法人立幼稚園等 

私立通信制高等学校経常費補助 通信制高等学校 

・事業実績（平成30年度） 

私立高等学校経常費補助 235校 

私立中学校経常費補助 183校 

私立小学校経常費補助 53校 

私立幼稚園経常費補助 491園 

私立特別支援学校等経常費補助 231校 

私立通信制高等学校経常費補助 ８校 

 



 - 128 - 

 

⑵ 保護者負担軽減 

  ア 私立高等学校等特別奨学金補助 

私立高等学校等に在学する生徒の保護者に対し授業料軽減助成を実施している（公財）

東京都私学財団に対して補助している。 

平成29年度より、年収約760万円未満程度の世帯まで高等学校等就学支援金と合わせて都

内私立高等学校平均授業料まで支援することとし、補助単価を拡充している。 

また、平成30年度より、東京都認可の通信制高等学校や、生徒が学校の指定する都外の

寮などに移り住む場合も補助の対象としている。 

令和元年度の生徒一人あたり補助単価は下表のとおり。 

対象世帯 
 補助単価（年額） 

全日制等 通信制 

年収250万円未満程度世帯 159,000円 - 

年収350万円未満程度世帯 218,400円 9,400円 

年収590万円未満程度世帯 277,800円 68,800円 

年収760万円未満程度世帯 337,200円 128,200円 

・事業実績（平成30年度）  

都内校：52,506人（うち通信制：731人） 都外校：5,540人  計：58,046人 

  イ 私立高等学校等就学支援金 

「高等学校等就学支援金の支給に関する法律」に基づき、都内の私立高等学校等に通う

生徒の授業料について、高等学校等就学支援金として一定額を助成している。 

また、平成29年度からは、高等学校等を中途退学した者が再び学び直す場合に、就学支

援金の支給期間経過後も継続して授業料の助成を行う私立高等学校等学び直し支援金を実

施している。 

なお、高等学校等就学支援金及び学び直し支援金は学校設置者が代理受領する。 

令和元年度の生徒一人あたり補助単価は以下のとおり。 

対象世帯 補助単価（年額） 

年収250万円未満程度世帯 297,000円 

年収350万円未満程度世帯 237,600円 

年収590万円未満程度世帯 178,200円 

年収910万円未満程度世帯 118,800円 

    ・事業実績（平成30年度） 

 高等学校等就学支援金 91,356人（月別受給者数の年間平均） 

 学び直し支援金      460人（月別受給者数の年間平均） 
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  ウ 私立高等学校等奨学給付金事業費補助 

私立高等学校等に在学する生徒の保護者の授業料以外の教育費負担を軽減するため、私

立高等学校等奨学給付金助成事業を実施する（公財）東京都私学財団に対し補助を行う。 

令和元年度の生徒一人あたりの補助単価は以下のとおり。 

対象世帯 全日制等 通信制 

生活保護世帯  52,600 円 

その他非課税世帯 
第 1子    98,500円 

38,100円 
第 2子～ ※ 138,000円 

※ 申請対象となる高校生等の他に、通信制の高校生等又は中学生以外の15歳以上23歳未満の扶養され

ている者がいる世帯 

・事業実績（平成 30年度） 10,460 人 

エ 私立高等学校定時制及び通信教育振興奨励費補助 

私立高等学校定時制課程及び通信制課程を設置する学校法人が、生徒に対する教科書学

習書給与事業を実施する場合に、それに要した経費の一部を補助している。 

平成23年度より（公財）東京都私学財団で事業実施し、都は同財団に対して補助している。 

・事業実績（平成30年度） 教科書学習書給与事業  のべ2,350冊 

オ 私立高等学校等入学支度金貸付利子補給 

都内の私立高等学校、中等教育学校後期課程、特別支援学校高等部、高等専門学校及び

専修学校高等課程（３年制課程）に入学する生徒の保護者の負担を軽減するため、私立高

等学校等入学支度金貸付事業を行っている(公財)東京都私学財団に対し、貸付事業原資に

ついて利子補給を行っている。 

なお、平成29年度より、生徒一人あたり貸付額を20万円から25万円へ引き上げた。 

・事業実績（平成30年度） 651人 

  カ 私立小中学校等就学支援実証事業 

    国の「私立小中学校等に通う児童生徒への経済的支援に関する実証事業」を受けて、都

内の私立小中学校等に通う児童生徒について、授業料負担軽減を行いつつ、義務教育にお

いて私立学校を選択している理由や家庭の経済状況などについて実態把握のための調査を

行う。     

・事業実績（平成30年度） 1,082人 

キ 私立幼稚園等子育て支援施設利用給付事業費補助 

令和元年10月からの幼児教育・保育の無償化の実施に伴い、子ども・子育て支援新制度

に移行していない幼稚園等で、市町村の確認を受けたものを対象とする子育てのための施

設等利用給付が創設された。そのうち、私立幼稚園等に対して区市町村が支給する子育て

のための施設等利用費の一部を、都が負担する。 

   ・令和元年度新規事業 

ク 私立幼稚園等園児保護者負担軽減事業費補助 

私立幼稚園等に在籍する幼児の保護者の経費負担軽減のため、私立幼稚園等に在籍する
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幼児の保護者に対して区市町村が行う保護者負担軽減事業に係る経費の一部を補助してい

る。 

令和元年度の補助単価は、生活保護世帯等は年額74,400円、区市町村民税所得割課税額

が一定基準以下の世帯は税額により年額54,000円、42,000円及び28,800円に分かれる（い

ずれも第１子の場合。以下、本事業において同じ。）。 

また、令和元年10月の幼児教育・保育の無償化以後については、生活保護世帯及び区市

町村民税所得割課税額が一定基準以下でひとり親世帯は年額74,400円、区市町村民税非課

税世帯、区市町村民税所得割非課税世帯及び区市町村民税所得割課税額が一定基準以下で

ひとり親世帯は年額38,400円、区市町村民税所得割課税額が一定額以上の世帯は一律に年

額21,600円となる。 

なお、幼児教育・保育の無償化以後における都が認定する幼稚園類似の幼児施設に在籍

する幼児の保護者については、上記の他に一定額の補助単価を設ける。 

・事業実績（平成30年度）  のべ1,009,578人 

ケ 私立高等学校海外留学推進補助 

私立高校生の留学に伴う経済的負担を軽減し、海外留学を促進するため、私立高等学校

が行う留学に参加する生徒に対し、期間に応じた段階的な単価（55万円、80万円、155万円）

により補助事業を実施する(公財)東京都私学財団に対し、その経費を補助している。 

・事業実績（平成30年度） 124校 701人 

コ 私立学校被災生徒等受入支援事業費補助 

東日本大震災又は大規模災害により被災し東京都内の私立学校に転入学した生徒等の保

護者に対して、学用品、修学旅行費などの経費の一部を補助するほか、被災して授業料等

の納付が困難となった生徒等の授業料等を減免した私立学校に対して、その経費の一部を

補助している。 

・事業実績（平成30年度） 

被災生徒等臨時支援金   ６人 

被災生徒等授業料等減免補助  48人 

サ 私立専修学校修学支援実証研究事業費補助 

専門学校生への効果的な経済的支援の在り方に関する実証研究事業を国から受託し、私

立の専修学校専門課程（専門学校）の生徒への修学支援、経済的支援を行う。 

・事業実績（平成30年度） 23校 103人 

 

⑶ その他補助 

ア 私立幼稚園教育振興事業費補助 

都民の幼児教育の場を確保し、私立幼稚園の教育条件の維持向上及び経営の健全化を図

るため、学校教育法附則第６条に規定する幼稚園（学校法人化を志向する幼稚園を除く。）

の設置者に対し、運営費の一部を補助している。 
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・事業実績（平成30年度）  144園 

イ 私立幼稚園特別支援教育事業費補助 

特別支援教育の振興発展を図るため、障害児が就園する私立幼稚園等（私立特別支援学

校等経常費補助の対象となる幼稚園等を除く。）を設置する学校法人等に対し、運営費の

一部を補助している。 

・事業実績（平成30年度）  137園 

ウ 私立幼稚園等特色教育等推進補助 

新制度に移行した園に対し、経常費補助等の特別補助として実施していた地域教育事業

及び保育体験の受入れ事業について、施設型給付費と別に補助している。 

・事業実績（平成30年度） 83園 

エ 私立幼稚園等施設型給付費負担金 

子ども・子育て支援新制度の実施に伴い、幼稚園・認定こども園・保育所を通じた共通

の給付制度である施設型給付が創設された。そのうち、新制度に移行する私立幼稚園等に

対し、区市町村が支給する施設型給付費の一部を、都が負担している。 

・事業実績（平成30年度）  新制度移行園（都内） 157園 

オ 私立幼稚園預かり保育推進補助 

少子化の進展及び女性の社会進出、共働き家庭の一般化などに伴う保育ニーズの多様化

に対応するため、教育時間終了後２時間以上、教育時間開始前及び春・夏・冬期の長期休

暇中に自園児を園内で過ごさせる「預かり保育」を実施する私立幼稚園等に対して、その

運営費の一部の補助等を実施している。 

・事業実績（平成30年度）  547園 

カ 私立幼稚園等一時預かり事業費補助 

区市町村から一時預かり事業（幼稚園型）を受託し、家庭において保育を受けることが

困難となった幼児を、一時的に預かる私立幼稚園等に対して、都がその経費の一部を負担

している。 

また、教育時間前後に１日４時間以上かつ平日５日

間、年間 200 日以上の預かり保育を実施する私立幼稚

園を「ＴＯＫＹＯ子育て応援幼稚園」と名付け、都が

園児数に応じた上乗せ補助及び小規模保育施設等と連

携し、卒園児受入れを行う場合の補助を実施している。 

・事業実績（平成30年度）  186園（うちＴＯＫＹＯ子育て応援幼稚園 91園） 

キ 私立高等学校都内生就学促進補助 

少子化の進展に伴い生徒数が減少する中、都内公立中学校卒業生の就学を促進するため、

私立高等学校が行う広報等の就学活動に要する経費の一部を補助している。 

・事業実績（平成30年度）  196校 
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ク 私立専修学校教育振興費補助 

教育条件の維持向上及び修学上の経済的負担の軽減等を図るため、高等課程を設置する

私立専修学校の設置者に対し、運営費の一部を補助している。 

・事業実績（平成30年度）  24校 

ケ 私立専修学校特別支援教育事業費補助 

私立専修学校高等課程において特別支援教育を行っている場合に、その運営費の一部を

補助している。 

・事業実績（平成30年度）  補助対象人数 156人 

コ 私立専修学校職業実践専門課程推進補助 

職業教育の質の向上を図り、多くの専門人材を育成する教育の推進を図るため、専修学

校専門課程のうち、特に職業に関連した企業等との密接な連携を通じ、より実践的な職業

教育を行っている職業実践専門課程に対し、その運営費の一部を補助している。 

・事業実績（平成30年度） 102校 

サ 私立外国人学校教育運営費補助 

教育条件の維持向上及び修学上の経済的負担の軽減等を図るため、私立外国人学校の設

置者に対し、運営費の一部を補助している。 

・事業実績（平成30年度）  18校 

シ 私立学校安全対策促進事業費補助 

園児・児童・生徒の学習環境の安全強化を図るため、私立学校における校舎等の耐震診

断、耐震化工事（非構造部材の耐震対策工事を含む。）及びアスベスト対策工事に要する経

費の一部を補助している。 

平成30年度からは、ブロック塀等の安全対策に要する経費の一部についても補助を実施

している。 

・事業実績（平成30年度） 

耐震補強工事 13校   耐震改築工事  10校   非構造部材耐震対策  56校 

ブロック塀等安全対策 32校   耐震診断 ７校   アスベスト対策  ４校 

災害時環境整備   784校 

ス 私立高等学校等老朽校舎改築促進事業 

(公財)東京都私学財団は私立高等学校における老朽化した校舎等の改築を促進するため

に必要な資金を、平成８年度から12年度まで長期・低利な条件で貸付を行ってきた。また、

平成13年度からは私立学校等が日本私立学校振興・共済事業団から借り入れた私立学校施

設高度化推進事業の対象となる老朽校舎建替え整備事業に係る借入金に対して、一定の利

子助成を行っている。都は同財団が金融機関等から借り入れた原資に対する一定の利子補

給及び利子助成に対して補助している。 

セ 私立学校教育振興資金融資利子補給 

私立学校教育の振興発展を図るため、都内にある私立学校に対して融資事業を実施する
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(公財)東京都私学財団に対し、融資事業原資について一定割合の利子補給を行い、間接的

に私立学校の利子負担の軽減を図っている。また、同財団の融資事業を円滑に実施するた

め、同財団に資金を融資する金融機関に対し損失補償している。 

平成30年度貸付分より、銀行借入利息から学校への貸付利息を差し引いた額を補助する

こととしている。 

・事業実績（平成30年度）  新規借入 11校 

ソ 私立学校ＩＣＴ教育環境整備費補助 

私立小学校、中学校、高等学校におけるタブレット端末等のＩＣＴ（情報通信技術）機器

及び無線ＬＡＮ等の利用環境の整備を促進するため、補助事業を実施する(公財)東京都私

学財団に対し、その経費を補助している。 

・事業実績（平成30年度）  203校 

タ 私立専修学校教育環境整備費補助 

私立専修学校の設置者が行う、高等課程及び専門課程の教育に必要な設備装置の整備等

や、専門課程の自己点検・自己評価及び第三者評価による検証事業に対する補助を行って

いる。 

・事業実績（平成30年度） 

教育設備装置 64校   図書等 82校   専修学校評価促進 137校 

チ 産業・理科教育施設設備整備費補助 

産業教育振興法及び理科教育振興法に基づき、私立高等学校等の施設・設備等の充実を

図るため、学校法人が負担する経費について、国と都が一定率を補助している。 

・事業実績（平成30年度） 

産業教育施設設備整備事業   １校 

理科教育設備整備事業     95校 

ツ 私立学校省エネ設備等導入事業費補助 

ＣＯ２削減に取り組む私立学校を支援するため、東京都地球温暖化防止活動推進センタ

ー(公益財団法人東京都環境公社）が実施する「省エネ診断」を受け、当該診断の結果を

踏まえて省エネ設備等を導入する私立の幼稚園（幼保連携認定こども園を含む。）、小学校、

中学校、高等学校、特別支援学校及び専修学校（高等課程）に対し、その経費の一部を補

助している。 

・事業実績（平成30年度）  123校、45園 

テ 私立幼稚園等環境整備費補助 

  幼児教育の質の向上のため、遊具等環境整備を行う私立幼稚園等に対し、経費の一部を

補助している。平成29年度からは、幼稚園教諭等の業務負担軽減を図るため、私立幼稚園

等が園務改善のためのＩＣＴ化促進に要する経費の一部を補助している。 

・事業実績（平成30年度） 

遊具等環境整備  410園 
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園務改善のためのＩＣＴ化促進  40園 

ト 認定こども園整備費等補助 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進を図るため、私立の認定こ

ども園に対して、区市町村が行う開設準備経費等の補助事業について、その経費の一部を

補助している。 

・事業実績（平成30年度）  78園 

ナ 私立学校教育研究費補助 

私立学校教職員の資質の向上及び教育内容の充実を目的に、研修・研究事業を実施して

いる(公財)東京都私学財団に対し、経費の一部を補助している。 

ニ 私立学校退職手当補助 

(公財)東京都私学財団の退職資金事業に参加する会員（学校設置者）の掛金負担を軽減

するため、同財団に対し標準給与月額の総額の36／1,000相当額を補助している。 

ヌ 私立学校教職員共済費補助 

教職員及び学校設置者の長期掛金の負担を軽減するため、日本私立学校振興・共済事業

団に標準給与月額の総額の８／1,000相当額を補助している。 

ネ 私立学校外国語指導助手活用事業費補助 

ＪＥＴプログラム（語学指導等を行う外国青年招致事業）のうち、ＡＬＴ（外国語指導

助手）を活用する私立中学校、高等学校等に対し、その雇用経費の一部を補助している。 

・事業実績（平成30年度）  188校 183人 

ノ 私立学校教員海外派遣研修事業費補助 

私立学校において、自校の５教科（国社数理英）の教員を、一定の要件を満たした海外

研修に派遣した場合に、その経費の一部を補助している。 

（平成 30年度から対象教科を英語科から５教科に拡大） 

・事業実績（平成30年度） ７校 ９人 

 ハ 私立高等学校外部検定試験料補助 

   生徒の英語力向上を目的とした外部検定試験を行う私立高等学校に対し、試験料相当額

を補助している。 

  ・事業実績（平成30年度） 101校 25,798人 

ヒ 私立高等学校等就学支援金学校事務費補助 

高等学校等就学支援金の支給に伴う私立学校の事務負担を軽減するため、支給対象校に

対して事務費を補助している。 

・事業実績（平成30年度）  247設置者 

フ 私立幼稚園等自然体験支援事業費補助（都民提案事業） 

森林・里山・緑地等の自然環境を活用した園外活動を実施し、幼児教育の質の向上を図

るとともに、子どもの「生きる力」を育む取組を行う私立幼稚園等に対し、その経費の一

部を補助する。 
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・事業実績（平成30年度） 263園[平成30年度をもって事業終了]  

ヘ 私立学校の校庭等の芝生化 

都内の私立学校の校庭等の芝生化を推進するため、環境局から執行委任を受け、私立の

幼稚園、小学校、中学校、高等学校等の校庭等の芝生化に係る事業経費を全額補助してい

る。 

また、平成21年度から芝生化実施後に必要な専門的維持管理作業に要する経費の一部に

ついても補助している。 

・事業実績（平成30年度） ２園 

 

⑷ 国庫補助に係る法定受託事務 

前記の都補助に伴う事務のほか、都内の私立の幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別

支援学校及び専修学校等に対する各種の国庫補助についての周知、指導、申請書の受理、現

地調査、額の確定等の事務を行っている。 

 

 事  業  名 平成30年度実績(事業数) 

１ 私立高等学校等施設高機能化整備費  5 

２ 学校体育諸施設補助   0 

３ 私立高等学校産業教育施設整備費   0 

４ 学校給食施設整備費   0 

５ 私立幼稚園施設整備費  5 

６ 私立学校施設整備費〈専修学校関係〉   2 

７ 高等学校産業教育設備整備費   1 

８ 理科教育等設備整備費  95 

９ 特別支援教育設備整備費等   1 

10 私立高等学校等ＩＴ教育設備整備推進事業費  26 

11 私立大学等研究設備整備費〈専修学校関係〉   7 

12 私立高等学校等経常費補助（特別支援教育分）   5 

13 私立高等学校等経常費補助（広域通信制課程分）   8 

14 就園奨励費補助事業（私立幼稚園）  52 

合   計 207 

 

⑸ 東京都私立学校助成審議会 

東京都私立学校助成審議会条例に基づいて設置されている知事の附属機関で、私立学校に

対する補助金配分の基本方針その他私立学校の振興助成に関する重要事項を審議している。 

・設 置 年 度 昭和33年度 

・根拠法令等 東京都私立学校助成審議会条例 

・委 員 数 15人 

・事業実績（平成30年度）開催回数  １回 
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３ 東京都育英資金（私学部私学振興課） 

⑴ 育英資金の貸付 

勉学意欲がありながら経済的理由により修学困難な者に、修学に必要な学資金の一部

(奨学金）を貸付ける事業を行う(公財)東京都私学財団に対し、貸付事業費を補助している。 

平成17年度の新規貸付分以降は、(公財)東京都私学財団に事業を移管して実施し、都は、

平成20年度で貸付事業を終了した。 

・事業実績（平成30年度）  補助金額 0円（※） 

 ※貸付額から(公財)東京都私学財団が収入した返還金の総額を控除した額等を補助対象と

しており、貸付額を返還金の総額が上回ったため補助金額が0円となっている。 

貸付月額（令和元年度） 

区分 

学校種別 

貸付月額（円) 

国公立 私 立 

高 等 学 校 18,000 35,000 

高 等 専 門 学 校 18,000 35,000 

専修学校（高等課程) 18,000 35,000 

専修学校（専門課程) 45,000 53,000 

貸付実績の推移 

 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

貸 付 額 (千円) 2,437,824 2,273,660 2,053,691 1,889,510 1,604,778 1,297,370 

貸 付 人 員 6,048 5,706 5,174 4,749 4,042 3,261 

内 
 

訳 

高校・高専 4,909 4,710 4,352 4,015 3,471 2,798 

専修（高等） 169 166 144 143 137 136 

専修（専門） 970 830 678 591 434 327 

 

⑵ 育英資金の返還 

育英資金の返還は、貸付け終了後６か月据え置き、所定の期間内に年賦又は半年賦の方法

によって返還する。 

なお、都は、平成16年度までに採用した奨学生に対する返還事務を行っている。 

 

４ 公益財団法人東京都私学財団の概要 

東京都内の私立学校等の教育振興のため、各種事業を行い、もって都内私立学校教育の充実

と振興を図り、東京都教育文化の高揚に資することを目的として設立。 

(平成15年４月、㈶東京都私立学校教育振興会と㈳東京都私学退職金社団が組織統合して財団

法人東京都私学財団として発足。平成23年４月から公益財団法人に移行。） 

・ 所在地 東京都新宿区神楽河岸１－１ セントラルプラザ11階 

・ 理事長 實吉 幹夫（学校法人東京女子学園理事長） 

・ 役員・評議員  役員24名、評議員26名 



 - 137 - 

・ 基本財産 1,375,000千円 うち都の出捐金 200,000千円（14.5％） 

・ 事業内容 

都は、財団の事業に対して補助を行うことにより、私学の振興を図っている（カッコ内は都

の補助事業名）。 

①施設設備資金及び運営資金の長期低利な融資 

・振興資金融資事業（私立学校教育振興資金融資利子補給） 

②教育環境等の改善・充実のための助成 

・老朽校舎改築促進対策利子補給事業（私立高等学校等老朽校舎改築促進事業） 

・私立専修学校教育環境整備費助成事業（私立専修学校教育環境整備費補助） 

・私立専修学校等耐震化事業費助成事業（私立学校安全対策促進事業費補助） 

・私立学校非構造部材耐震対策工事費助成事業（私立学校安全対策促進事業費補助） 

・私立学校耐震化普及啓発事業（私立学校安全対策促進事業費補助） 

・私立学校ブロック塀等安全対策工事費助成事業（私立学校安全対策促進事業費補助） 

・私立学校ＩＣＴ教育環境整備費助成事業（私立学校ＩＣＴ教育環境整備費補助） 

・私立学校省エネ設備等導入事業費助成事業（私立学校省エネ設備等導入事業費補助） 

・私立学校外国語指導助手活用事業費助成事業（私立学校外国語指導助手活用事業費補助） 

・私立学校教員海外派遣研修事業費助成事業（私立学校教員海外派遣研修事業費補助） 

・私立高等学校外部検定試験料助成事業（私立高等学校外部検定試験料補助） 

③都民の教育費負担を軽減するための融資及び助成 

・入学支度金貸付資金融資事業（私立高等学校等入学支度金貸付利子補給） 

・私立高等学校等授業料軽減助成金事業（私立高等学校等特別奨学金補助） 

・私立高等学校等奨学給付金助成事業（私立高等学校等奨学給付金事業費補助） 

・私立高等学校定時制及び通信教育振興奨励費助成事業（私立高等学校定時制及び通信教育

振興奨励費補助） 

・東京都育英資金貸付事業（育英資金事業費補助） 

・私立高等学校海外留学推進助成事業（私立高等学校海外留学推進補助） 

④教職員の退職金支給に必要な資金の交付 

・教職員退職資金事業（私立学校退職手当補助） 

⑤教職員に対する研修会及び公開講座の企画及び実施 

・教職員研修事業（私立学校教育研究費補助） 

・公開講座事業 

・海外研修事業 

⑥学校教育に関する調査研究、助成及び普及啓発 

・教育調査研究事業 

・私立学校研究助成事業（私立学校教育研究費補助） 

・私学資料管理事業 
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⑦学校経営に関する相談及び助言 

・経営相談事業 

・建築相談事業 

⑧学校等が行う教育活動振興のための支援及び助成 

・教育活動支援事業 

・教育振興表彰事業 

・私学情報提供事業 


